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VIII章　周波数オークションの経過
　前章までに述べたように、1993年夏に通信法が改正されて同309条（j）項が付け加えられ、FCCが周波数オークションによって初期免許を発行することが可能になった。FCCは同年秋から「オークション制度」確立のための規則制定を急ぎ、1994年夏までにその基幹部分を決定した。次にFCCは、オークション制度導入の当初目標であったPCSサービスの展開のために、実際にオークションを実施することになる。
　FCCが最初のオークション対象として選んだのは、「狭帯域PCSサービス」であった。それは、計3MHz程度の周波数帯を使う双方向データ通信（主として符号）であり、ページング（ポケベル呼出し）、メッセージング（メール型のメーセージ送付）を中心とする「簡易型移動通信サービス」であった。
FCCは同サービス用免許のオークションをテストケースとして使い、「オークション制度」が重大な支障を生じることなく実際に機能することを確かめた。狭帯域PCSは、その名のとおり狭い（小さな）周波数帯を使用する。そのため、オークション価格も低水準にとどまることが期待でき、オークションに不測のトラブルが生じてもその影響を小規模に抑えることが可能であることから、オークションの「テスト」に適していたのである。

　第1回目の狭帯域PCSオークションが1994年に終了した後、FCCは、広帯域PCSオークションの実施に進むことになる。広帯域PCSは、計120MHzに及ぶ周波数帯を使用する「次世代移動電話サービス（現在の第2世代サービス）」である。それには、狭帯域PCSの数十倍の周波数が割当てられるので、資金力を持つ多数の事業者がオークションに参加することが予想される。それに応じて落札価格も高額に及ぶと考えられ、これが「オークション制度」導入後の最初の本格的オークションの実施になった。

　広帯域オークションの結果は、明暗が分かれた。まず、（オークション参加者に制約を加えない－したがって大規模事業者が有利な立場に立つ）広帯域A、B、D、Eブロック・オークションは、期待どおりに活発な入札が順調に進行し、3MHz分の最終落札額は計10億米ドル（1,250億円）強に上った。
　他方、通信法の規定に沿って中小事業者のみに参加を限定し、オークション落札額の割引・分割支払いなどの優遇措置を設定したPCS広帯域C、Fブロック・オークションでは、有利な入札条件を狙った資金の集中、投機の過熱から、オークションに「バブル」が生じた。その結果、オークション後において多数の落札者が免許代金を支払うことができない状態が生じ、FCCは善後処置のための対応に追われることになった。最悪のケースは、高額落札をおこなったNextWave社の破産にかかる「混乱」で、通信法と破産法間の「不適合」から、5年後の2001年12月にいたってもその処理が完全には終らないという結果を生じた。これが「Cブロック問題」であり、オークションを導入したFCCにとって大きな黒星となった。

　本章では、PCSオークションのうち、成功に終わった狭帯域オークションと、広帯域A、B、D、Eブロック・オークション経過を説明する。失敗ケースであった広帯域C、Fブロックについては、次章で詳しくその経過を追うことにする。
A.　新サービスPCSのための規制制定の概要
　FCCは、オークション導入のための通信法改正に先立つ1989年から1990年にかけて、新世代の移動通信であるPCS（PCN）の導入を目指して活動を開始していた（Ⅴ章A、B）。その端緒となったのは、1989年後半に申請されたCellular 21社およびPCS America社による「新技術による通信のための周波数割当申請」である
 
。FCCは1990年6月に、一般案件GN90-314「新しいPCSのためのFCC規則改訂」を発足させ、その「調査公示（Notice of Inquiry）」（5 FCC Rcd 3995（1990））を採択して、事業者からコメントを受け付けた。PCSのための実験免許申請は100社、150件を超え、800-900MHz帯、2GHz帯を中心とする周波数割当に向けて検討が進められた。
　1991年4月にいたり、FCCは「創始者優遇のための規則（一般案件GN90-217）」を決定した。そして議会における「周波数共用」と「周波数オークション」の検討が本格化するとともに（V章B、C）、PCSサービス供給のリーダーシップをめぐって、事業者間の競争が激しくなってきた。また同年10月には、案件GN90-314で「政策ステートメントと命令（Policy Statement and Order）」（6 FCC Rcd 6601（1991））を発行してPCSサービスの概要を定め、800-900MHz帯、2GHz帯周波数の使用方針を決定した。
　1992年1月に入ると、議会・FCCで新しい移動通信用の周波数として、2GHz帯で220MHz程度の周波数を当てる方針が固まった（V章C. 3）。FCCは本案件と平行して技術案件ET92-9を発足させ、同周波数帯の具体的な使用法、とりわけ既存のマイクロウェーブ事業者の他周波数帯への移転について検討を開始した。
　1992年7月には、FCCが同案件GN90-314において「規則制定案と当面の決定（Notice of Proposed Rulemaking and Tentative Decision）」（FCC 92-333）を提案し、狭帯域PCSと広帯域PCSの大要を定めた。
　FCCはまず、2GHz帯に1事業者当たり20～40MHz程度の周波数を割り当てて、広帯域PCSサービスを開始することを提案した。また、そのための地域区分として、Rand-McNally社が作成したBTAおよびMTAを採用する可能性を示し、94年から実施された広帯域PCSオークションの最初の骨格がつくられた。ただし、この時点では、セルラー事業や既存地域電話事業との兼営の可否、公衆通信網との接続条件などについて、問題を残したままであった。
　また、これと同時にFCCは、900MHz帯で狭帯域PCSを開始することを提案し、技術案件ET92-100を開いてそのための規則制定を提案した。狭帯域PCSは、広帯域PCSよりも2桁程度も小規模のサービスであり、「無線呼出し（pagers）」を典型例とする双方向あるいは一方向の新しいデータサービスである。
上記のように、この時点で、広帯域と狭帯域のPCSが独立したサービスとして確立され、それぞれについて規則制定が進められることになった。しかしながら、そのための検討案件としては、従来からのGN90-314がそのまま続けて使用された。

B.　狭帯域PCSオークションのための規則設定
1．規則制定経過

上記のように、狭帯域PCSは、比較的少量のデータの一方向あるいは双方向の通信に基くサービスであり、典型的な応用はページング（無線呼出し）である。しかし狭帯域PCSは、ページングに限らず、電子メールの送受信、広域システム制御のためのデータ送受信など、多様なアプリケーションを持っている。音声・画像のように、視聴覚面のヒューマン・インターフェースを持つ情報伝達にはチャネル幅が不足するが、データ情報については柔軟・多様な応用分野が開かれている。
　狭帯域PCSは、上記のように、それ自体が新しい移動無線サービスを開くものとして期待されたが、FCCによる周波数オークション制度構築プロセスの中では、経済価値の高い広帯域PCSオークションのテスト役を果たすものとしても考えられていた。
　1993年6月にFCCは、案件GN90-314で「第1次報告・命令（First Report and Order）」（FCC 93-329）を採択し、狭帯域PCSの大要を決定した。すなわち、狭帯域PCS用として、900MHz帯で計3MHzを、全国サービスおよび地域サービスに分けて割り当てることにした。
　議会がオークション導入を立法した直後の1993年9月には、本案件と別に、オークション規則制定のための企画政策局案件PP93-253が発足した（VII章）。FCCはこれと並行して狭帯域PCSの規則制定を急ぎ、1994年2月に入ると、「見解と命令（Memorandum Opinion and Order）」（GN90-314, ET92-100, FCC94-30）を発表して最終案を確定した。その概要は、以下のとおりである。
（1）周波数割当：900MHz帯に計3MHz。
（2）サービス・エリア区分：全国区分に加え、新たに地域区分（Region、北東部、南部、中西部、中部、西部の5地域）を加える。
（3）帯域幅：1免許50kHz対あるいは50-12.5kHz対の双方向サービス、50kHzのみの一方向サービスの3種類とする。
（4）免許数の上限制限：1つの地域区分で1事業者は合計3個までの免許取得を上限とする。
（5）敷設義務（ロールアウト）：一定期日までに、サービス・エリア人口のうち、一定比率の人数をカバーするサービスを供給する義務がある。典型的には5年以内に人口の37.5％、10年以内に75％のカバー率が要求される。
（6）創始者優遇：MTEL社に対し、全国免許1個を与える。
　上記のように1993年秋から94年にかけて、FCCは、狭帯域・広帯域PCSのサービス規則およびそれらのためのオークション規則の検討を続け、当初原案を何度も修正しながらオークション実施の準備を整えていった。この間FCCは、民間事業者の意見を求めてコンファレンスを開き、また民間の事業者団体等では、オークションに関する諸事項の周知や、FCCへの意見表明を目的として、多数のワークショップを開催した。オークションに関する記事がマスコミに取り上げられる回数も増加し、周波数オークションはこの時期の米国経済界におけるホット・トピックスの1つとなった。

1994年5月に入ると、FCCは、同年7月25日から3日間、狭帯域PCS全国免許（計10個）のオークションをおこなうことを発表し、同時にIVDS（双方向映像・データ・サービス）のオークションを発声方式で実施することとした。また、狭帯域PCS地域免許のオークションを同年10月に実施することを決めた。
　同月に、下院エネルギー商業委員会のJ. D. Dingell議員は、FCCがこれまで決定した創始者優遇制度の下に選定した4事業者（狭帯域PCSのMTEL社、広帯域PCSのAPC、Omnipoint、Cox社）の選定手続きに問題があると主張し、その正式な調査に乗り出すことになった。
　また、創始者優遇措置を受ける事業者が、周波数を無料で取得できることに対して強い批判が出ており、議会の動向は予断を許さず、FCCは同月に、この問題の再検討の必要を表明した。なお、FCCは1994年6月に狭帯域PCSオークションの説明会を開き、「FCC規則」に即して参加者にオークションの手続きを説明した。
2．G．ギルダー氏の「オークション批判」
　狭帯域PCSオークションの開始が迫った1994年4月に、著名なエコノミストGeorge Guilder氏は「フォーブス誌4月11日号」に寄稿して、「オークション無用論」を展開した。同氏は「無意味かつ有害なPCS免許オークションを取り止めるべきである。」と主張して、波紋を投げかけた。Guilder氏は、将来における周波数資源の有効な使い方を以下のように提案している。まず、周波数をサービス目的別に分配し、かつ事業者別に割当て、それぞれの周波数帯を固定して使うという従来の方式を廃止する。同氏は周波数は、多数の小型基地局が相互の周波数使用状況を探知し、お互いに妨害し合わないように自動的に使用周波数の調整をおこないながら、多数の通信を中継する方式で使用されることが望ましいと主張した。これは、道路や海洋上で車両・船舶が自由かつ安全に運行するのと同じように、周波数資源をタイム・シェアリング方式で無駄なく共有するものである。改正通信法とFCCが取っている方法は、周波数帯を切り刻み、これを売却してその使用者を固定し、上記のような効率的な使用方法が将来実現されることを妨げるので、無意味かつ有害であると主張するのである。
　Guilder氏の主張は重要な点を含んでいるが、この時期（1994年春）においては、すでに周波数オークション実施の大勢が決まり、FCCを中心とする準備がほぼ終わりに近づきつつあったため、いわば「議論の出し遅れ」となって、周波数をめぐる議会、FCC、事業者等の行動に影響を与えることはできなかった
。
　
C.　狭帯域PCSのオークション実施経過
　狭帯域PCS全国免許のオークション、すなわち改正通信法に基づく最初の周波数オークションは、1994年7月25日に、首都ワシントン市で開始された。当初、67事業者が申請をおこなったが、参加資格等の問題で結局最終的に入札に参加したのは27事業者であった。
　オークションは、第1ラウンドから、当初の予想を大きく上回る高値で開始され、初日最後の第6ラウンドには、入札合計額が2億ドルに達した。その結果、第1日の終りに半数近い入札事業者がドロップアウトすることになった。入札期間も、当初3日間の予定が2日間延長され、第5日目の7月29日に新規入札が出ない状態にいたり、オークションが終了した。最終的に免許を落札した事業者は大手6社であり、合計10個の免許の落札金額の合計は6億1千700万ドルに上った。また、本オークションでは、指定優遇事業者に25％の落札金額割引が与えられたが、最終落札金額が当初予想を大幅に上回ったこともあり、指定事業者は落札できなかった。
　本狭帯域PCS全国免許のオークションでは、同一種類の免許の落札金額がおおむね同一という結果になった。これは、同オークションを提案したMilgrom教授の主張どおり、「同時多数回オークション」方式が、入札対象となった免許について競争市場と同一の結果を生み出したと考えられる（VII章D. 2）。最終落札金額が高額に達したこと、およびオークション・プロセスが事故なくスムーズに進行したことと合わせ、FCCは、本オークションが成功を収めたと発表した。

　また狭帯域PCS地域免許のオークションは、予定どおり同年10月26日～11月8日に実施された。周波数幅・人口当たりの落札額は、$3.46/MHz・人で、全国免許の$3.10/MHz・人より少しだけ高水準であった。両オークションの結果については図VIII. 1を参照されたい。
　なお、FCCは、同年7月13日、狭帯域PCSの創始者優遇措置として、MTEL社の子会社NWN（Nationwide Wireless Network）に同全国ライセンスを交付することを決定した。また、FCCは、同ライセンスを無料で交付するものではなく、狭帯域PCS全国免許の落札額に応じ、その90％あるいはそれから300万ドルを引いた金額のうち、少ない方の金額の納付条件を付した。これに対し、MTELは、当初約束に反するものとして反発したが、結局同条件に従うこととした。

図VIII. 1：　PCSオークション結果概要（狭帯域PCS）
	FCCオークションNo.
	Auction #1
	Auction #3

	名称
	狭帯域PCS（全国）
	狭帯域PCS（地域）

	実施年月日（Date）
	1994年7月25日～7月29日
	1994年10月26日～ 11月8日

	免許（Licenses）
	全国免許10個
創始者優遇免許(N9)1個
	地域免許30個（＝6免許×5地域）

	周波数帯（Spectrum）
	901-902, 930-931, 940-941 MHz
	901-902; 930-931; 940-941 MHz

	割当周波数幅（Bandwidth）
	50/50 kHz対: N1-5; 50/12.5 kHz対: N6-8; 50 kHz; 単独: N9, N10, N11
	50/50 kHz対: 2個; 50/12.5 kHz対: 4個を5地域の各個に

	オークション回数（Number of Rounds）
	47
	105

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	5
	9

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	27
	28

	落札者数（Winning Bidders）
	6（指定優遇事業者なし）
	9（うち中小事業者4が計11免許を落札; 一般事業者5が計19免許を落札）

	合計支払額（Total）
	$650,306,674.00
	$394,835,783.80

	合計落札額（Net Bids）
	$617,006,674.00
	$392,706,796.80

	（うち創始者優遇分（Pioneer Preference））
	$33,300,000.00
	$2,128,987.00


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/nnpcs/nnp1fact.html, http://www.fcc.gov/wtb/auctions/rnpcs/rnp1fact.html）。

D.　広帯域PCSオークションAおよびBブロック（指定優遇事業者なし）のための規則制定
　広帯域PCSは、1免許で10-30MHzの周波数幅を使用し、狭帯域PCSの1免許25-50kHzに比べて数百倍の帯域幅を使用する大規模サービスである。広帯域PCSは、少なくとも双方向音声伝達すなわち携帯電話サービスを含み、これに加え、データ通信・インターネット通信など多様なサービスを提供することができる。またそれは、既存の携帯電話であるセルラー事業や、電話会社の（有線）アクセスサービスと競合する。
　広帯域PCSには、2GHz帯の周波数が割り当てられたが、この周波数帯域では、以前からマイクロウェーブ固定無線通信がおこなわれており、その他周波数帯への移転や、PCS事業者による同一周波数帯の共用が問題となった。
このように、広帯域PCSは狭帯域PCSと比べてはるかに大規模な市場であり、利害関係も錯綜していたので、そのためのサービス方式の開発や規制、オークションの実行には、狭帯域PCSでは見られなかったさまざまな問題が発生した。他方、利潤機会が大きく参入動機も強いので、多数の事業者が広帯域PCS免許を目指して集まることになった。広帯域PCS開始のために投入される資金額も大きく、それだけにオークションや免許発行時に事故や不測の事態が起きると、影響が大きいとされた。
　広帯域PCSは、結局全体の周波数帯域をA～Fの6ブロックに分け、それぞれについてサービスや免許資格を規定した上で、オークションが実施された。以下においては、そのうちの代表的なケース、すなわち第1にAおよびBブロック・オークション、第2に指定優遇事業者向けのCブロック・オークションについて説明する。本章では、広帯域PCSのAおよびBブロックについて、規則制定の経過とオークション経過と結果について説明する。
1.　規則制定の経過
　前述したように、FCCによるPCSサービス方式のための規則制定は1989年に開始された。同年秋から、多数の事業者が新しい通信方式の開発を目的として規則制定を要請したからである。
FCCは1990年に、一般案件GN90-314「新しいパーソナル通信サービス（PCS）形成のための規則改正（Amendment of the Commission's Rules to Establish New Personal Communications Services）」を開き、「調査告示（Notice of Inquiry）（5 FCC RCD 3995（1990））」や、「政策ステートメントと命令（Policy Statement and Order）（6 FCC RCD 6601（1991））」を発行して、新しいPCSサービス開発にかかる多数の問題点を検討した。
1992年にいたりFCCは、「規則制定提案告示と当面の決定（Notice of Proposed Rule Making and Tentative Decision）（7 FCC RCD 5676（1992））」において、（狭帯域PCSとともに）広帯域PCSの問題点を列挙し、広くコメントを求めた。この中で、FCCが広帯域PCSに関して提示した問題点は、PCSの定義、2GHz帯における周波数の分配方式、PCS免許に与えられるべき周波数帯域幅、発行されるべきPCS事業者免許数、PCS免許のサービス地域の決定、PCS免許申請のための要件、PCS事業者に課せられるべき規制と事業者の分類、技術標準等であった。
　1992年に、国際電気通信連盟（ITU: International Telecommunication Union）の「世界周波数管理コンファレンス（WARC-92: World Administrative Radio Conference 92）」が開催され、米国を含む第2地域において、2GHz帯の周波数から1885-2025MHzと2110-2200MHz帯を、PCSに類似する通信サービスに分配することが合意された。
また同年には、案件GN90-314の「当面の決定とメモランダム意見および命令（Tentative Decision and Memorandum Opinion and Order）（7 FCC RCD 7794）（1992）」において、56事業者から出された創始者優遇制度に対する申請に対し、当面American Personal Communications社、Cox Enterprise社、 Omnipoint Communications社の3事業者に、同措置を与えることを決めた。ただし、この時点では最終的決定にはいたっていない。
　1992年の規則制定提案に対し、2GHz帯に予定されている広帯域PCSに関して150を超える意見、回答意見が表明された。さらに、これらと並行して、1989年以来4年間に220個を超えるPCS（PCN）実験免許が発行され、FDMA、TDMA、CDMA方式を含む多数の方式について、新しい通信方式の開発と実験がおこなわれ、報告が提出された。また同時に、2GHz帯に従来から所在するマイクロウェーブ事業の他周波数帯への移転についても、検討がおこなわれた。これらは技術案件ET92-9によって進められたものである。
　1993年9月、すなわち通信法が改正され、オークション条項が認められた直後に、FCCは一般案件GN90-314において「第二次報告・命令（Second Report and Order）（FCC 93-451）」を発表し、コメント意見を考慮しながら広帯域PCSサービス方式に関する基本ラインを提示した。これ以後翌年にかけて一部は修正されるが、大要においては同決定によって広帯域PCSサービスの内容が決められることになった。その概要は以下のとおりである。

2.　広帯域サービスの概要（1）－FCCの当初提案

a.　広帯域PCSサービスの定義
　広帯域PCSサービスとしては、音声を含む多様な使用法を認めるが、放送目的に使用することは禁止し、また（移動通信でなく）固定通信に関しては、移動通信サービスに必要な補助的サービスにかぎって認める。この種の広汎かつ柔軟な使用を認めることについては、一部のコメントが反対したが、FCCは、サービス内容をたとえば音声による携帯電話だけに限定せず、付加的なあるいは音声から独立したサービスを認めることがPCS事業の発展のために望ましいと判断した。
b.　PCSのための周波数分配
　周波数分配については、まず2GHz帯において計220MHz分を広帯域PCSサービスに割り当てる。各免許への割当幅については多数のコメントが寄せられ、1事業者にあたり20MHz、30MHz、40MHzと意見が分かれた。これらを総合した結果、FCCは、（この時点では）広帯域PCS周波数をA、B、C、D、E、F、Gの7ブロックに分け、AおよびBブロックは各30MHz、Cブロックは20MHz、D、E、F、Gは各10MHzとすることを提案した。
サービス領域については、Rand McNally社が提示する487のBTA（Basic Trading Areas）、および47のMTA（Major Trading Areas）のいずれかをブロックごとに指定して使うことを提案した。また、優遇ブロックとしてC、Dブロックを指定し、中小企業、非都市地域の電話会社、マイノリティ・女性所有の企業に申請を認めることとした。これらは、通信法309条(j)項によって要求された優遇措置を実現するためのものである（Ⅵ章C．1）。
　さらに、FCCは広帯域PCSとは別に、しかし近接帯域に、「免許外PCS（unlicensed PCS devices）」を設定することを提案し、この周波数帯の一部を、小出力のコードレス電話、企業等のビル内交換、無線私用交換等に使用することを提案している。
c.　免許資格関係
　広帯域PCSは、セルラー移動電話や同一地域の固定電話事業と競合するので、それらの分野の事業者はPCS免許を申請する強い誘因を持っている。これらの事業者はPCSへの参入を望み、少なくとも現在自社でセルラー電話や固定電話サービスを供給していない地域について、PCS免許の申請資格を要求した。
　本命令において、FCCは、まずセルラー電話会社に対して、自社サービス地域におけるPCSについては、人口で10％を超えるシェアを持つ地域での直接サービスを禁止し、また、株式保有等による間接供給については、20％の人口シェアを超える地域でのサービスを禁止することを提案している。他方、自社がサービスしていない地域については、セルラー事業者の進出を認めることとしている。
　次に、地域電話事業者については、これがPCSと補完的あるいは代替的に機能する点を注意している。地域電話会社が自社のサービス地域でPCSを供給すると、内部相互補助あるいは不公正な競争行為を招く可能性がある。しかしながら他方で、現在すでに大多数の地域電話会社は、すでにセルラー事業を所有し、あるいはセルラー事業者と共同事業協定を結んでおり、そのうちBOC（ベル系電話会社）については、セルラー事業に分離子会社要件が課されている。さらにこれに加え、地域電話会社は、自己のネットワークのアクセス部分についてPCSサービスを活用する可能性が強い。FCCはこれらの点を考慮し、かつ多数のコメントを容れて、地域電話会社にPCS事業への参加を認めることをこの段階で提案した。とりわけ、（BOCを含む）地域電話会社について、分離子会社要件を課す必要はないと判断している。
d.　免許期間
　免許期間は、当初の「規則制定提案」に示されたのと同じく、10年に設定された。また、免許の更新については、セルラー電話と同一条件が課されるものとした
。
e.　サービス開始義務（Construction Requirement）
　免許取得後のサービス開始条件としては、PCSが競争的な分野であって十分な需要があると考えられること、しかしながら、マイクロウェーブ事業者との間で周波数の共用あるいは移転について調整をおこなわなければならないことをも考慮し、以下のように定めた。すなわち、免許取得後、それぞれのサービス地域において、5年以内に人口の3分の1、7年以内に3分の2、10年以内に90％に対してサービス開始の義務を課するものとし、この条件を満たすことができない場合には、免許の消滅と再免許申請資格の喪失にいたるものとした。
f.　免許外PCSサービス
　上記広帯域PCSとは別に、小出力近距離用として、「免許外PCS」というカテゴリを定め、そのための周波数として2GHz帯において計1.26MHz分を設定した。
g.　その他の規則案
　FCCは上記に加え、通信標準、相互妨害の防止条件、出力制限等について詳しい規則案を設定している。

3.　広帯域サービスの概要（2）－FCCの修正提案

　翌1994年6月にいたり、FCCは一般案件GN90-314において「メモランダム意見と命令（Memorandum Opinion and Order）（FCC 94-144）（1994）」を発行し、広帯域PCSのサービス規則に関する前年9月の命令を一部変更した。
　第1に、事業者からの要望を入れ、広帯域PCS用の割当周波数の位置を変更し、かつブロックの組み替えをおこなって、従来の7ブロック編成を以下のような6ブロック編成とした。すなわち、各30MHzのA、B、Cブロックと、各10MHzのD、E、Fブロックである。これらのうち、AおよびBブロックの地域区分はMTAとし、C－Fブロックの地域区分はBTAとすることを定めた。またC、Fブロックを、指定優遇事業者用とした。
　次に、セルラー事業とPCSとの兼業についても条件を変更した。FCCは、セルラー事業者によるPCS兼業への制限を緩め、セルラー事業者のサービス・エリアがPCSのサービス・エリアと人口で20％以上重複している場合に、免許取得を認める周波数を最高10MHzまでとし、また、10％から20％まで重複している場合には、PCS免許交付時点から90日以内にセルラー事業の相当部分を売却することによって上記制限をクリアーする旨を約束すれば、10MHzを超える周波数帯の免許申請資格があるものとし、重複部分10％以下の場合は無制限とした。なお、この場合のセルラー事業者としては、セルラー事業の免許保有者および免許保有者の株式の20％以上を所有する企業と定義する。また、セルラーと事業地域が重複しないPCS免許については、他の一般企業と同様に、同一地域で最高40MHzまでPCS免許の取得を認めることとした。なお、上記については認定事業者への特例条項がついている。
　さらにFCCは、免許取得後のサービス開始義務についても、前回の決定を緩和し、30MHz免許取得者には、5年以内にサービス地域の人口の3分の1、10年以内に3分の2をカバーする義務を課し、また、10MHz免許取得者には、5年以内にサービス地域の人口の25％をカバーするか、あるいは相当のサービスを提供している根拠を示す義務を課するにとどまった。
本命令で広帯域PCSのAおよびBブロックについてサービス・ルールの大要が決定され、また案件PP93-253によるオークション・ルールについても大要が決定されて、1994年末のオークション開始に向けて進むことになった。
E.　広帯域PCSのA・Bブロック・オークションの経過と結果
1.　オークション直前の事項

　狭帯域PCS全国免許のオークションが1994年7月に成功裏に終了した後、FCCは同年9月に、広帯域PCSのAおよびBブロック・オークションを、年末12月5日から開始することを決定した。FCCは、その直前、8月下旬に、全米の4都市（シカゴ、デンバー、サンフランシスコ、ワシントンD.C.）で、広帯域PCSオークションの進め方やルールに関して説明会を開催した。4都市合計で約800名が参加したと伝えられている。
　広帯域PCSのA、Bブロック・オークションでは、オークション参加者がFCCの用意するソフトウェアを購入し、かつオークション・サイトへのアクセス料を払うことによって、遠隔地からオンライン入札をおこなうことが可能になった。（また、狭帯域PCSオークション時と同じく、ワシントンの会場で直接に入札することもできた。）
　広帯域PCSのA、Bブロック入札では、入札金額や対象免許数を考慮して、（1時間ごとのラウンドで進行した狭帯域オークションと異なり）原則として、1日1ラウンドのスピードで進められた。各ラウンドで免許ごとの最高入札額が発表された。またインターネットなどのオンラインネットワークによって入札情報にアクセスできるように手配された。
　FCCによる広帯域PCSのA、Bブロック免許申請の受付は、1994年10月28日に締め切られたが、申請数は合計30事業者に達した。これらの中で、地域電話事業者、長距離電話事業者およびセルラー事業者を主とする提携が進行中であり、1994年10月の時点においては、
(1)　AT&TとMcCaw社；
(2)　GTEとSBC；
(3)　ベルサウス、パシフィックテレシス、Omnipoint社；
(4)　ベルアトランティックとナイネックスとUS West社；
(5)　スプリント、TCIの提携が伝えられている。
　なお、広帯域PCSのA、Bブロックの入札直前の時点で、PCSライセンスの予測価値が議論されており、政府筋では総額100億ドルに及ぶと予測していた。しかしながら、民間の研究機関においては、ユーザ需要を分析した結果、サービス開始後10年間で累積黒字を達成するためには、30MHzの広帯域PCS免許の価格が、人口1人当たり2－5ドル程度に収まっている必要があるとされた。これを全免許の総額に適用すると、広帯域PCSのA、Bブロックの入札合計金額は、50億ドルから80億ドルの範囲に収まっていなければならず、上記100億ドルの金額は過大に過ぎるとの批判がなされた。

2.　オークションの実施
　1994年12月5日、ワシントンD.C.において、計99個の広帯域PCSのA、Bブロック（MTA）免許をめぐるオークションが、30社の入札参加者とともに開始された。MTAは全米51箇所に設定されており、免許総数はA、Bブロックで102個になるが、うち、3免許は創始者優遇制度によってすでに交付先が決まっており、残りの99個の免許がオークションにかけられたわけである。
　入札開始後、13日間の第1－20ラウンドにおいては、入札参加者の動きは慎重であり、第20ラウンド終了時点の入札金額合計は、予測入札金額を大きく下回る16億ドル強に止まっていた。
　FCCは、オークション規則によって設定したとおり、3段階の進行ルールを用意しており、12月の段階ではまだその第1段階に止まっていた。したがって、各入札参加者は、入札を希望する「周波数帯域量」合計の3分の1以上について、前ラウンドの最高入札額を上回る入札をおこなうという義務を負うに止まっていた。
　1995年に入り、広帯域PCSのA、Bブロック・オークションが再開され、1月末の第58ラウンドにおいては、入札金額合計が26億ドルに達した。さらに2月に入り、FCCは第65ラウンド（2月6日）から「活動ルール」を第3段階に進めることを決めた。それまでの入札金額の上昇速度が遅く、放置すれば入札が長期化すると予測されたためである。この結果、オークションのスピードは一気に増大し、2月28日の第93ラウンド終了時点において、入札金額合計が66億ドル強となり、入札終了が近づいたことが予測された。
　広帯域PCSのA、Bブロックの入札は、1994年3月13日に第111ラウンドで終了した。合計落札金額は、77億3602万米ドル（9,670億円）で、史上最大規模のオークションとなった。この金額は、当時の米国のGDPの約1％に当たり、赤字状態にあった連邦政府財政収支に大きく貢献するものと考えられた。
　A・Bブロックの落札事業者は、計18社に及んだが、落札金額の上位から見ると、PCSのA、Bブロックにおいて3大ネットワークが形成されると予測された。その第1は、スプリント社、TCI社、コムキャスト社、Cox社の合弁事業であるWireless Co.社、第2は、AT&TとMcCaw Cellular社の合弁事業であるAT&T Wireless PCS社、第3は、ベル系地域電話会社の合弁事業であるPCS Prime Co.社である。
　FCCのHundt委員長は、広帯域PCSのA・Bブロック・オークションが成功裏に終了したことを述べ、落札合計金額についても予想どおりの高額であるとの見解を発表した。
図Ⅷ. 2：　PCSオークション結果概要（広帯域PCS、A・Bブロック）
	FCCオークションNo.
	Auction #4

	名称
	広帯域PCS（A、Bブロック）

	実施年月日（Date）
	1994年12月5日～1995年3月13日

	免許（Licenses）
	99免許（＝2×51MTA－3）, 3免許は創始者優遇によりNew York, Washington/BaltimoreおよびLos Angeles/San Diegoの3MTAで発行

	周波数帯（Spectrum）
	2 GHz帯
Aブロック: 1850-1865 and 1930-1945 MHz

Bブロック: 1870-1885 and 1950-1965 MHz

	割当周波数幅（Bandwidth）
	30 MHz (15 MHz対)

	オークション回数（Number of Rounds）
	112

	オークション実施日数（Number of bidding days）
	60

	有資格オークション参加者数（Qualified Bidders）
	30

	落札者数（Winning Bidders）
	18

	合計支払額（Total）
	$7,736,020,384

	合計落札額（Net Bids）
	$7,019,403,797

	途中辞退による支払額（Withdrawal Payments）
	$14,836,213

	（うち創始者優遇分（Pioneer Preference））
	$701,780,374


FCC資料より作成（http://www.fcc.gov/wtb/auctions/mta/mta1fact.html）。
�　米国の民間事業者は、通信法・FCC規則にもとづき、新サービスの制定を含む広い範囲の事項について、FCCに「規則制定の要請（petition）」を提出する権利を持っている。FCCは、規則制定要請が提出された際には、決められた手続きに従ってこれを処理しなければならない。


�　同年以降、PCN America社、Apple Computer社を含む数社が同趣旨の規則制定要請を出し、FCCは、これらを本案件の中で検討した。しかしながら、検討初期はいわば手探りの状態で、事業者による実験結果を見ながら新しい移動通信サービスの可能性を探り、サービス概要を形作るというプロセスを続けていた。


� しかしギルダー氏の主張は、後の時点における「周波数資源のオープン使用」の主張（Noam[1988]など）の端緒となった。


� 免許更新については、当初サービスを開始した事業者に対してユーザ側からの不満が多い場合、他の事業者から競争的に免許申請が出されることがある。セルラー電話において、「免許更新予想（license renewal expectancy）」の問題と呼ばれている。
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